
事業番号 - - -

（ ）

地震、台風、集中豪雨などの大規模災害により被害を受けた自治体が設置する公立社会教育施設（公立社会体育施設・文化施設含む）の復旧について、復旧事業計画書に基づ
き、管轄財務局の立会の現地調査を行った上で、必要なものに限定し交付している。
被災した公立社会教育施設（公立社会体育施設・文化施設含む）において教育活動等の円滑かつ迅速な復旧を行うことが課題となる。

令和6年度要求

-

-

-

-

(目)

(目)

　

(項)

　

(目)

- -

公立社会教育施設災害復旧費補助金

教育政策推進費

公立社会教育施設災害復旧都道府県事務費交付金

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
81%

主な増減理由（・要望額・予備費）

-

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/bousai/011101_00003.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) -

-

7%

執行率（％）
=(G)/(F)

14% 37% 100%

公立文教施設整備費

2023 文科 22 0053

文部科学省

政策 1　新しい時代に向けた教育政策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下、「激甚災害法」とする。）等に基づき、地震、台風、集中豪雨などの大規模災害により被害を受けた自治体が設
置する公立社会教育施設（公立社会体育施設・文化施設含む）の復旧を促進する。

参事官（施設防災担当）
参事官
後藤　勝

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律第16条

関係する
計画、通知等

-

事業名 公立社会教育施設災害復旧事業 担当部局庁 大臣官房文教施設企画・防災部 作成責任者

事業開始年度

施策 1-5 家庭・地域の教育力の向上

政策体系・評価書URL

主要経費 文教施設費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/a_menu/hyouka/index.htm

復旧に要する経費の２／３

昭和37年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

3,009 -

補正予算（B) 1,762 - 3,174.9

965

965

令和5年度第1次補正予算

-

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - - - - -

10,452 2,119 45

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

激甚災害法第16条等に基づき、自治体が設置する公立社会教育施設（公立社会体育施設・文化施設含む）の復旧に必要な経費の2/3を補助する。また、公立社会教育施設災害
復旧費補助金の執行にかかる都道府県の事務に係る経費を交付する。

実施方法 補助、交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 1,433 777 210

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

10,095 2,074 210.9 3,974

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 2,119 ▲ 45 ▲ 3,009 -

-

-



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

大規模災害により被害を受けた自治体が設置する公立社会教育施設を原形に復旧するための経費を補助する事業であることから、定量的な目標を設定すること
はなじまないため。

件 37 10 -

目標値 件 37 10 -

激甚災害法等に基づき、自治体が設置する公立社会教育施設（公立社会体育施設・文化施設含む）の復旧に必要な経費の2/3を補助する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

交付決定件数を目標値、復旧に着手した件数を実績値に設定した。
なお、早期の復旧を目指しているが、発災時期により完了時期が変わる事業であるため、年度末時点での完了数を評価することはなじまないと考えている。

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み -

- -

-

活動目標 活動指標

-

件 10

↓

活動内容①
（アクティビティ）

災害により被災した公立社会教育施設
を原形に復旧する

災害復旧交付決定件数

※制度上、災害が発生した年度末に特定地方公共団体の指定があり、その後に現

地調査を行い、現地調査に基づいて地方公共団体からの交付申請が届き次第、交

付決定を行う。そのため、原則、年度末に復旧対象施設が定まることから、毎年

度、繰越が必要な事業となっているところ。令和４年度に起きた災害については、順

次現地調査を実施し、交付申請があり次第、令和５年度中に速やかに交付決定を

行うこととしている。

活動実績

- 年度

公立社会教育施設災害復旧事業に着
手した件数

復旧に着手した件数

達成度

単位 令和2年度

100

目標最終年度

100

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

37

-

-％

-

大規模災害により被害を受けた自治体が設置する公立社会教育施設の復旧に必要な経費を補助する。
なお、当年に発生する災害の数を予想することはできないため、見込みの設定は無い。

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

アクティビティである補助金の交付が、最終目標である災害復旧に直接結びつくため。

-- -

成果実績



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

平成26年度 0026

備考

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 0028

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、事業規模の適正化に留意し、適切な予算執行に努める。

現状通り

現状通り

0027

平成30年度 0029

平成23年度 -

・アクティビティ①について、被災地の実情を踏まえつつ、今後も引き続き、適切な復旧範囲及び内容の確認を行い、早期復旧を行うよう引き続き取り組む。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0027

平成29年度 0029

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0043

0047

令和4年度 2022 文科 21 0048

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0043

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

・アクティビティ①について、当初見込みに対して活動実績が順調に推移しており、大規模災
害により被災を受けた自治体が設置する公立社会教育施設の復旧に必要な経費を補助で
きている。
被災地の状況を踏まえながら、適切に補助金の執行を行うこととし、補助を受ける自治体に
おいても、工事費の算出に当たり、複数の業者から見積もりを取った上で最低価格を採用す
るなど、単位当たりコストの削減に努めている。
また、財務省立会のもと、現地調査にて事業（復旧）範囲及び内容を確認しており、適切に
実施している事業である。

この事業は、事業所管部局による自己点検及び行政事業レビューワーキングチームによる点検の結果を踏まえ、特段の見直しは要しないものと考えられる。引き
続き補助対象の経費については、現地調査などでの事業範囲等の確認を行った上で、適切な予算執行に努められたい。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



※令和４年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

災害復旧費 復旧工事費（本工事費、附帯工事費、設備等） 140 災害復旧費 復旧工事費（本工事費、附帯工事費、設備等） 79.8

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 140 計 79.8

事務費 都道府県教育委員会が法定受託事務を処理するために必要な経
費 -

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 計

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

文部科学省
210百万円

※繰越分（令和2年度補正第3次補正）45百万円を含む

公立社会教育施設の災害復旧事業実施に必要な経費を

支出

（B）特定地方公共団体（1県29市町村）

210百万円

公立社会教育施設の災害復旧事業の実施

補助金の交付

支出委任

（Ａ）公立社会教育施設災害復旧費補助金

特定地方公共団体のある都道府県（9県）

210百万円

都道府県教育委員会が災害復旧補助の実施に関する事務

を処理するために必要な経費

交付

（Ｃ）公立社会教育施設災害復旧都道府県事務費交付金

特定地方公共団体のある都道府県（-都道府県）

-百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 熊本県 7000020430005
公立社会教育施設災害復旧
（支出委任）

140 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

4 岩手県 4000020030007
公立社会教育施設災害復旧
（支出委任）

1 その他 - -

- - -

3 福島県 7000020070009
公立社会教育施設災害復旧
（支出委任）

6 その他 -

2 宮城県 8000020040002
公立社会教育施設災害復旧
（支出委任）

63 その他

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

2 熊本県熊本市 9000020431001 公立社会教育施設災害復旧 60.6 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 熊本県人吉市 9000020432032 公立社会教育施設災害復旧 79.8 補助金等交付 - -

- -

5 宮城県蔵王町 2000020043010 公立社会教育施設災害復旧 3.9 補助金等交付 - -

- - -

4 宮城県仙台市 8000020041009 公立社会教育施設災害復旧 13.8 補助金等交付 -

3 宮城県岩沼市 2000020042111 公立社会教育施設災害復旧 45.2 補助金等交付

- - -

8 福島県浪江町 8000020075477 公立社会教育施設災害復旧 0.7 補助金等交付 -

7 福島県福島市 1000020072010 公立社会教育施設災害復旧 2.6 補助金等交付

-

6 福島県三春町 8000020075213 公立社会教育施設災害復旧 2.9 補助金等交付 - - -

-

- -

9 岩手県平泉町 8000020034029 公立社会教育施設災害復旧 0.6 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - 災害復旧事業に関する事務 - 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


	行政事業レビューシート

